
年 7 月 日
年 8 月 日

対象（誰、何を対象としているのか）＊人や自然資源等

A

B

C

意図（この施策によって対象をどう変えるのか）

１８年度（実績）

71.1            

1,660          

１８年度（実績）

202,983 

79.0

1,300

1,270
1,200

1,370

72.5

79.0

1,350

1,362

施策№

2

11

第1章

施　策　名

市民は、日常生活において事故・事件に巻き込まれることなく、安心して生活を送っている。

　　　　目指目指目指目指すすすす成果成果成果成果（平成２６年の状態）

１１１１．．．．施策施策施策施策のののの対象対象対象対象とととと対象指標対象指標対象指標対象指標

1９年度（実績）

・Aについては、他市の状況を参考とし、目標値を設定する。平成２２年度の実績値が、平成２６年度（目標値）を上回ったため、これを維持
する。
・Bについては、県内平均の約１．４倍の現状を考慮するとともに、過去３年間における減少率を勘案して　県内の平均値をやや上回る目標
値を設定。１０年後に県平均になることを目標とする。
・Cについては、全国の約２．５倍及び県内平均の約１．３倍の現状を考慮するとともに、過去３年間における　減少率を勘案して県内の平
均値をやや上回る目標値を設定し、１０年後に県平均になることを目標とする。

成果指標設定の
考え方（成果指標

設定の理由）

目標設定の考え方
（平成２６年度）

成果指標の測定
企画（実際にどの
ように実績値を把

握するか）

・Aについては市民意向調査
・B及びCについては佐賀県警察本部等の統計データ（交通さが、犯罪さが）を活用する。

・市区域内における犯罪率及び交通事故発生率による実数値の推移、併せて地域で安全に暮らせると感じる市民の
割合から施策の達成状況が判断できると考えており、これらを把握できる公表されている指標があるため設定した。

山崎義勇

関　係　課　名 総合政策課、道路整備課、北部建設事務所、南部建設事務所、学事課、水道局

施策統括課

課　長　名
（施策統括責任者）

分野総合
計画
体系

市民活動推進課地域で安心して生活できる社会の実現

生活者の安全確保

1
2223

23
平成平成平成平成 年度年度年度年度

作成日

更新日

23232323

２６年度（目標）

市民、市民活動団体、企業、行政

236,057 人口 236,711 232,196235,317

２０年度（実績） ２１年度（実績） ２２年度（実績） ２３年度（目標）

235,692 236,357

単位

人

対象指標

成果指標 単位 1９年度（実績）

２２２２．．．．施策施策施策施策のののの意図意図意図意図とととと成果指標成果指標成果指標成果指標

２０年度（実績） ２１年度（実績）
２２年度（目標）
　　　　　（実績）

２３年度（目標） ２６年度（目標）

1,200 

1,070 

件 1,739 

件 1,316 1,292

1,3881,531 

1,273 

 74.0
(79.0)

A
地域で、犯罪にあうことなく安全
に暮らせると感じる市民の割合 75.0 % 72.470.7 

B
犯罪率（人口１０万人あたりの
犯罪件数）

C
交通事故発生率（人口１０万人
あたりの交通事故件数） 1,303          

佐賀市民及び来街者を防犯対策、交通安全の推進、消費者としての安全確保、安全な水道水の安定供給する。

E

D



（１）時系列比較（総合計画の基準値と現状の比較） （２）近隣との比較 （３）市（役所）の裁量余地の大小

（比較対象自治体名： ）

成果がかなり向上した。 近隣と比べてかなり高い水準である。 裁量はかなり大きい。

成果がどちらかといえば向上した。 近隣と比べてどちらかと言えば高い水準である。 裁量はどちらかといえば大きい。

成果はほとんど変わらない。（横ばい状態） 近隣と比べてほぼ同水準である。 裁量はどちらかといえば小さい。

成果がどちらかと言えば低下した。 近隣と比べてどちらかと言えば低い水準である。 裁量はかなり小さい。

成果がかなり低下した。 近隣と比べてかなり低い水準である。 裁量余地なし。

５５５５．．．．施策施策施策施策のののの前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果前年度成果結果のののの振返振返振返振返りりりり

４４４４．．．．施策施策施策施策のののの成果水準成果水準成果水準成果水準とそのとそのとそのとその背景背景背景背景（（（（近隣他市近隣他市近隣他市近隣他市やややや以前以前以前以前とのとのとのとの比較比較比較比較、、、、特徴特徴特徴特徴、、、、そのそのそのその要因要因要因要因とととと考考考考えられることえられることえられることえられること。）。）。）。）

Ｈ22年度発生率を近隣都市と比較すると、
①交通事故発生率（10万人あたりの発生件数）は、
　　・佐賀市は、1,370人  　・久留米市は、1,063人
②犯罪率（10万人あたりの発生件数）は、
　　・佐賀市は、1,362人  　・久留米市は、1,686人
＊久留米市との前年度との改善についての比較では、①は
差が拡大し、改善されていない。②は差が縮小したものの、
久留米市よりも改善されている。

防犯及び交通安全活動ついては、市民自らの意識の向上
及び活動、並びに警察の規制、抑制による要因が大きく、行
政はそのための、機運づくりとしての広報、啓発が主とな
る。このため、安全な環境づくりに関しては行政の実施主体
としての裁量は小さい。

＊上記の背景と考えられること。 ＊上記の背景と考えられること。＊上記の背景と考えられること。
２００７年の基準値と２０１０年の実績値を比較した場合、
犯罪率は約２２％の減少しているが、交通事故発生率は
４％微増している。
しかし、市民が安全に暮らせると感じる割合は、４％増加し
ており種々施策の実施による効果が発揮され、成果が向上
したと判断できる。

■高齢者（６５歳以上）の増加　　　■独居老人世帯及び核家族の増加　　■少子化の進行　　■消費者庁の設置による消費者行政の強化　　■消費者相談内容の複雑・高度化

③この施策に対して住民（対象者、納税者、関係者）、議会からどんな意見や要望が寄せられているか？また、その意見・要望にどう対応するのか？

■防犯対策としては、夜間における事故及び犯罪を抑制するための防犯灯補助の増額。
■交通安全対策としては、歩行者と車両の分離による歩行者の安全確保、及びカーブミラー等の設置等の交通安全設備の充実による危険箇所の改
善
　（地元の要望、緊急性及び重要性を考慮して、実施する。）
■暴走族対策
■公共施設等の防犯ガイドラインの作成
■犯罪被害者相談窓口等の開設
■市民の交通ルールとマナー遵守の向上（街頭キャンペーン、交通安全教室及び交通安全講座の継続して実施する。）
■消費者の安全確保のための相談・啓発活動の充実・強化（消費者へ出前講座などの啓発活動や情報提供をリアルタイムで行う。）

■鍵の二重化、防犯ブザーの設置など自主的に防犯対策を行う。
■家庭や地域において、防犯、交通安全、消費者問題について話し合うとともに、必要となる情報の入手に努め、情報の共有化を図る。
■防犯灯や防犯設備を充実する。
■行政や関係機関と連携しながら、防犯や交通安全に関する活動に取り組む。
■防犯や交通安全に関する広報活動に協力し支援する。
■消費者情報の収集に努め、被害に遭わない「自立した消費者となる。」

イ）行政の役割（市がやるべきこと、都道府県がやるべきこと、国がやるべきこと）

■街灯などの設置、及び防犯灯設置に対する支援。
■交通安全施設の整備・改善に努める。
■防犯、交通安全、消費生活問題に関する情報を的確に市民に提供する。
■自己防犯対策の必要性、交通ルールとマナーの遵守を市民に意識させるための啓発・広報活動を実施する。
■市民や地域の自主的な防犯、交通安全の取り組みを推進する。
■消費者被害救済のための相談事業及び啓発活動の充実・強化を図る。

②施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）は今後どのように変化するか？

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート２２２２

①この施策の役割分担をどう考えるか（協働による住民と行政の役割分担）

ア）住民（事業所、地域、団体）の役割（住民が自助でやるべきこと、地域やコミュニティが共助でやるべきこと、行政と協働でやるべきこと）

３３３３．．．．施策施策施策施策のののの特性特性特性特性・・・・状況変化状況変化状況変化状況変化・・・・住民意見等住民意見等住民意見等住民意見等

評評評評
　　　　
　　　　
価価価価

達成度（単年度目標） 達成している

妥当性（構成事業見直し） ● 現行の体系でよい

経済性（費用対効果） ● 妥当な水準である

● 概ね達成 達成していない

妥当ではない

一部見直しが必要 大幅な見直しが必要

一部妥当ではない

６６６６．．．．施策施策施策施策のののの現状現状現状現状のののの課題認識課題認識課題認識課題認識

■本市は、空き巣、自転車盗、車上狙いなどの軽犯罪（窃盗犯罪）が多く、凶悪犯罪が他都市ほど多くはないため、市民の犯罪に対する自
発的な防犯意識が薄く、犯罪率が比較的高い。
■防犯、交通安全の両面からは、合併により市域が拡大し、広範囲での街灯、防犯灯設置の要望が高い。
■交通事故発生件数の約２８％が高齢者の関与した事故であり、高齢者対象の交通安全指導の強化が必要である。
　　自動車、自動二輪車、自転車も保有率が高く、事故率も全国的に高い。
■消費者問題に関しては、複雑・高度化する相談内容に対して、相談業務及び啓発活動の充実・強化が必要である。
■水道事業については、施設の老朽化に伴う修繕費用の増加、人口の減少、節水型社会の定着、大口需要家の地下水への移行などが原
因で、給水収益の減少が見込まれることが課題となる。
■不均衡対策については、平成２２年１０月から基本料金の半額を補填し、格差の一部是正を行い、一定の成果を得たものの、今後のあり
方について、見当の余地がある。
■市民意向調査でも今後の重要度は、全３８施策中第５位となっており、重要な施策と考えている。

横ばい 減少している

評評評評
価価価価
理理理理
由由由由

・達成度：３つの成果指標のうち、Ａは達成しているが、Ｂ・Ｃは目標値を達成していない。
・妥当性：施策目的の向上の余地も十分にある事業の構成であり、現行の体制で妥当と考えられる。
・経済性：施策全体経費の増加を伴うことなく、成果自体は向上しているため、妥当な水準である。
・必要性：３つの成果指標の実績が前年度目標値を達成している。住民ニーズは高い。

必要性（市民・社会ニーズ） ● 増加している



●次年度方向性の考え方
■消費者からの相談対応のため、４人の相談員、弁護士による高度な相談業務を続け、被害者の救済及び被害に遭わないための啓発活動に取組んでいく。
■防犯に関しては、市民による自主的な取組み等が定着しつつあるが、この活動を継続し、活発化するための支援事業を積極的に推進するとともに、市内に多く活
動するこれらの団体と連携とり情報の提供や共有を図る取組みを行なう。
■交通事故発生件減少に向けて、警察や交通安全指導員と連携しながら交通安全の周知や啓発事業を実施していく。更に、幼児・児童・生徒に対しては交通教室
を開催し、正しい歩行や自転車の乗り方を指導する。また、高齢者に対しては、交通安全講座や交通安全グランドゴルフ大会等を開催し、交通安全意識の向上を図
る。
■平成２２年１０月から実施した水道料金不均衡対策事業は、次年度以降は通年化するためコスト増となる見込み。平成２３年度以降に、今後の対策のあり方につ
いて、関係団体を含めて検討を行なう。

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート３３３３
７７７７．．．．施策施策施策施策のののの課題解決課題解決課題解決課題解決のためのためのためのため今後今後今後今後のののの取取取取りりりり組組組組みみみみ

取り組むべき課題。

■防犯については、市民及び地域での自主防犯の意識を高揚させていくことが必要であり、今後とも、啓発を強化する。
■交通事故発生件数及び交通事故死亡者数を減少させるためには、今後益々増加が予測される高齢者を事故に遭わないよう、おこさせな
いようにするかが課題であるため、高齢者を対象として、重点的に警察等と連携しながら啓発を強化する。
■自歩道照明整備事業は、H２１～H２２年度で1,327基(うちLED750基)の自歩道照明設置を行なった。今後は、自治会等が行なう防犯灯設
置に係る助成内容の検討を行ないながら、推進する必要がある。
■消費者問題に関しては、小学生からの消費者教育の推進、出前講座などの啓発活動や情報提供をリアルタイムに行っていく。
■水道事業については、厳しい財政状況の中であるが、安全で安定的な水道水の供給に努める。
■不均衡対策については、水道基本料金差額金額是正について、関係団体を含めて検討を行なう。

大 中 小

・佐賀東部水道企業団関係事業
・佐賀西部広域水道企業団関係事業
・水道事業会計関係事業
・西佐賀水道企業団関係事業

大

中

小

８８８８．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの成果優先度成果優先度成果優先度成果優先度（（（（施策成果施策成果施策成果施策成果にににに対対対対するするするする事務事業事務事業事務事業事務事業のののの成果成果成果成果））））

施
策
目
的
に
対
す
る
目
的
直
結
度

・生活安全推進事業
・交通安全対策事業（市民活動推進課）
・交通安全対策事業（道路整備課）

・学校情報携帯メール配信事業
・児童生徒への交通安全指導の実施等

・筑後川利水対策協議会関係事業

・交通安全指導員活動事業
・消費者意識啓発事業
・消費者保護推進事業
・水道料金不均衡対策事業

・防犯カメラ維持管理事業
・交通公園運営事業
・防犯灯設置助成事業
・自歩道照明整備事業
・消費者行政活性化事業

・暴走族追放推進経費
・消費者団体支援事業
・交通災害共済事業

事務事業の成果向上余地

９９９９．．．．構成事務事業構成事務事業構成事務事業構成事務事業のののの次年度次年度次年度次年度のののの方向性方向性方向性方向性

・交通安全指導員活動事業
・消費者保護推進事業

・生活安全推進事業
・交通安全対策事業（市民活動推進課）
・交通安全対策事業（道路整備課）
・消費者意識啓発事業
・児童生徒への交通安全指導の実施等
・学校情報携帯メール配信事業

事
務
事
業
の
成
果

向上

・消費者団体支援事業
・交通災害共済事業
・筑後川利水対策協議会関係事業
・佐賀東部水道企業団関係事業
・佐賀西部広域水道企業団関係事業
・水道事業会計関係事業
・西佐賀水道企業団関係事業

・防犯カメラ維持管理事業
・交通公園運営事業
・暴走族追放推進経費
・防犯灯設置助成事業
・消費者行政活性化事業
・水道料金不均衡対策事業

維持

減少

減少 維持 増加

事　務　事　業　の　コ　ス　ト



１０１０１０１０．．．．施策施策施策施策コストコストコストコストのののの実績実績実績実績

単位

本数

千円

千円

千円

円

円

円

１１１１１１１１．．．．経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議経営戦略会議でのでのでのでの指摘事項指摘事項指摘事項指摘事項

　■実績水準総合評価 　■採点結果（経営戦略会議・市民意向調査）
（28点満点）

・18年度評価 17.87 ・実績水準総合評価（28点満点） 18.08

・重要度総合評価（14点満点） 10.25

・19年度評価 18.85 ・今後のコスト水準（10点満点） 5.68

・市の裁量余地の大小（10点満点） 4.95

・20年度評価 18.45

※経営戦略会議調整

・21年度評価 18.39    なし（採点結果どおり）

・22年度評価 18.98 参考：H23方針

成果維持・コスト維持

　■平成２４年度方針

対象（受益者）１単位あたりもしくは市民１人あたりの施策の
⑤事業費（定義式：　　　　　②　　　/                      　　）

同
⑥人件費（定義式：　　　　　③　　　/　　                  　　）

施策トータル
コスト

①本施策を構成する事務事業の数

②事業費（事務事業の事業費合計）

③人件費

④トータルコスト（②＋③）

平成２２年度実績

20               

748,356        

21

799,021

552

3,933

551             

3,726           

施策評価表施策評価表施策評価表施策評価表シートシートシートシート　　　　４４４４

129,877        

878,233        

3,175           

130,464

929,485

3,383

平成２１年度実績

514,350        

1,684           

平成２０年度実績

18               

同
⑦ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ（定義式：　　　　　④　　　/　                   　）

項　　目

2,179           

494             

397,632        

116,718        

効率性指標

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト

向上

維持

低下

低下 維持 向上

成
　
果

コスト


